冊子『茨城のNPO』作成にともなう県内NPO法人対象アンケート
冊子『茨城のNPO』作成にともなう県内NPO法人対象アンケート

貴団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記入者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I. NPO紹介冊子に掲載するための質問項目
1. 会員数

正会員：　　　  　名・　　　　団体


賛助会員：　　　　名・　　　　団体


その他の会員（　　　　　　　　会員）：　　　　名・　　　　団体

　　有給職員数（フルタイム：　　　　名・パートタイム：　　　　名）
2. 主な活動地域を ○ で囲んでください。
　（ 全国 ・ 関東 ・ 県内全域 ・ 県内一部の地域 ・ 事務所のある市町村内 ・ その他 ）
3. 組織の目的を一言で言うと
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主な事業内容
5. 事業を始めたきっかけとNPO法人を設立した理由
6. これまでの成果と今後の展望



7. ボランティア募集情報


II. NPO紹介冊子には団体名を公表しない質問項目

1. NPOにして良かったこと・難しかったこと


2. 認定NPO法人
 や寄付募集について
· 認定NPO法人格取得に向けてチャレンジしたいですか？

はい　・　いいえ
· 寄付収入を増やすことにチャレンジしたいと思いますか？

はい　・　いいえ
i. 認定NPO法人になろうと考えている団体に伺います。
· 認定を受けたい理由として近いと思われるものを選んでください（2つまで）。
1. 個人からの寄付を増やしたいから

2. 企業などからの寄付を増やしたいから

3. 土地などの寄贈の可能性があるから

4. 法人税の軽減に役立つから

5. 行政や利用者に対する信用を高めるために
6. 他のNPO法人の認定取得が増えそうだから

· 認定申請の時期はどのように考えていますか？該当するものに ○ をつけてください。
　　　　　　　　　23年度中 ・ 24年度の前半 ・ 24年度の後半 ・ 25年度以降 ・ 次期は不明

ii. 認定NPO法人申請は考えていないと考えている団体に伺います。
· 申請を考えていない理由として近いと思われるものを選んでください（3つまで）。
1. 寄付募集を考えていないから
2. 寄付募集はしたいが認定要件
 を満たすだけの寄付集めは困難そうだから
3. 少額の寄付なので、寄付者や賛助会員は税控除のメリットをさほど受けないから
4. 認定NPO法人の申請作業が大変そうだから
5. 認定後の報告や寄付者名簿管理などの手間がメリットよりも大きそうだから
6. 認定を受けると、役員構成や活動対象に関して条件がついてしまうから
7. 認定のメリット、コスト、手続きがよくわからないから

· 認定NPO法人制度に関しての疑問や知りたいことがありましたらご記入ください。

3. 行政・企業・生協・労働界・メディアなど、いくつかの組織と連携して取り組む茨城県『新しい       公共の場づくりのための提案型モデル事業』申請にご関心はありますか？最大1千万円まで事業  運営に活用できます。該当する方に ○ をつけてください。

関心がある　・　関心がない
4. 他のNPOと連携したいと思いますか？その場合、何かご提案はありますか？

5. NPOと行政の協働、また茨城県のNPO支援施策に関して、行政への期待をお書きください。

6. 『NPO法人会計基準』
 への対応方針

i. NPO法人会計基準の内容についてご存知ですか？　　　　　   はい　・　いいえ
ii. NPO法人会計基準の導入についてどのように考えていますか（複数可）？
1. 既に導入している
2. これから準備して導入したい。導入予定は平成　 　年度から（事業開始：　  月から）
3. しっかり検討してから導入するかどうか決めたい
4. 人件費が明確になるNPO法人会計基準は自団体の方針には合わないので導入しない
5. 収支計算書の方が会員や助成財団などにも説明しやすいので導入しない
6. 会計処理のルールやソフトを変更するのが大変なので、すぐには対応できない
7. 導入したいが、企業会計（複式簿記）の処理をする体制にないので、しばらく現状維持
8. 情報を得ないと判断できない
7. NPOへの直接支援としてどのようなかたちを望んでいますか？（複数回答可）
a. 会計支援

b. 認定NPO法人申請支援

c. 寄付募集の計画づくりや支援者との仲介など寄付募集に関する支援
d. 助成金の申請書や協働事業で提案する企画書の作成に関する支援

e. ITに関する支援（ウェブサイトやブログの作成、パンフレット作成など）

f. その他（


　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
   ）

8. NPO法改正や寄付金税額控除を盛り込んだ税制改正に関してどのように評価していますか？

評価する　・　ある程度評価する　・　あまり内容を把握していない　・　


その他
（
　　　　　　　　　　




　　　　　）
9. プロボノ（職能を生かすボランティア）に期待していますか？

期待する　・　ある程度期待する　・　あまり期待していない　・　

その他　（





　　　　　　　　　　　　　）
10. 助成金について

· 申請されたことはありますか？

ある　・　ない
· 助成を受けた経験はありますか？

ある　・　ない

11. 金融機関からの融資について

· 融資を受けた経験はありますか？

ある　・　ない

· 今後融資をご希望になりますか？

ある　・　ない

12. 人材について
· 人材の確保育成のための人件費助成（年60万）に興味がありますか？　　　はい　・　いいえ
· 雇用を拡大したいと思いますか？

はい　・　いいえ

· 「はい」と答えた方は、どのような人材を求めていますか？



（








）
以上でアンケートは終了です。ご協力、誠にありがとうございました。

返信先（FAX：029-300-4320 　　eメール：info@npocommons.org）
※このアンケートに記入された情報は、冊子『茨城のNPO』作成、およびNPOデータベース作成など関連する事業に     活用させていただくものです。いただきました情報は、正しく適切に管理することを遵守致します。




























































� 詳しくは


� 総収入に占める寄付収入の割合が2割以上、もしくは年間3千円以上寄付をする人が100名以上いること。


� NPO法人会計基準は平成22年度7月に民間の協議会が作成したものです。これまで会計基準がなかったために各法人の決算書の記載内容が統一されていなかった状況を改善し、NPOの支援者から見て活動内容がわかりやすく、団体同士の 比較もできるように、という視点でつくられています。平成24年度施行の改正NPO法では、このNPO法人会計基準を取り入れ、従来の収支計算書が企業会計の損益計算書に近い『活動計算書』に変更されます。ただし、当面は収支計算書での所轄庁報告も可能です。また定款変更手続きも不要です。
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